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共 通 編  

  

 本書の位置付け  

本仕様書（以下「本書」という。）は、佐野市（以下「発注者」という。）が、佐野市道路照明、公園照明

等 LED 化事業（以下「本事業」という。）を実施する事業者（以下「受注者」という。）を募集及び選定す

るに当たり、「募集要項」と一体のものとして提示するものである。  

また、受注者の遂行する事業に係る仕様を示すことを目的としている。  

なお、本書は本事業の基本的な内容について定めるものであり、本書に明記されていない項目で

あっても、本事業を実施する受注者の責任において、完備または遂行するものとする。  

 

 用語の定義  

 

佐野市都市建設部都市整備課及び道路河川課並びに産業文化スポーツ部スポーツ推進課に配

置し、必要な打合せ、協議、確認等の事業を遂行する者をいう。  

 

最終提案書とは、契約候補者との提案内容の協議後の提案書をいう。  

 

契約図書とは、募集要項、本書、最終提案書、基本契約書、各個別契約書をいう。  

 

指示とは、担当職員が受注者に対し、必要な項目について書面により示し、実施させることをい

う。  

 

             発注者または受注者が契約内容の実施あるいは変更に関して相手方に書面をもって行為、ある

いは同意を求めることをいう。  

 

承諾とは、担当職員または受注者が書面により同意することをいう。  

 

協議とは、発注者または担当職員と受注者が対等の立場で合議し、結論を得ることをいう。  

 

提出とは、担当職員が受注者に対し、または受注者が担当職員に対し事業に係わる書面または

その他の資料を説明し、差し出すことをいう。  

 

提示とは、担当職員が受注者に対し、または受注者が担当職員または確認者に対し事業に係わ

る書面またはその他の資料を示し、説明することをいう。  

 

報告とは、受注者が担当職員に対し、事業の状況または結果について書面により知らせることを

いう。  
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通知とは、発注者と受注者の間で、担当職員が受注者に対し、または受注者が担当職員に対

し、事業に関する項目について、書面により互いに知らせることをいう。  

 

連絡とは、発注者と受注者の間で、担当職員が受注者に対し、または受注者が担当職員に対し、

緊急で伝達すべき項目等について、口頭、ファクシミリ、電子メールなどの署名または押印が不要

な手段により互いに知らせることをいう。なお、後日書面による連絡内容の伝達は不要とする。  

 

書面とは、手書き、印刷物等による打合せ簿等の帳票をいい、発行年月日を記載し、署名また

は押印したものを有効とする。  

 緊急を要する場合は、ファクシミリまたは電子メールにより伝達できるものとするが、後日有効な 

書面と差し替えるものとする。  

 電子納品を行う場合は、別途担当職員と協議するものとする。  

 

写真とは、着手前及び完了、管理の手段として完了後目視できない箇所の状況、出来形 

寸法、品質管理状況、事業中の災害写真等を撮影したものをいう。 また、写真の撮影時点等に 

ついては、調査・設計及び施工監理編、施工編、維持管理編に従う 

 

帳票とは、施工計画書あるいは事業計画書、打合せ簿、品質管理資料、出来形管理資料等の

定型様式の資料、及び打合せ簿等に添付して提出される非定型の資料をいう。  

 

確認とは、担当職員または受注者が臨場または関係資料により、その内容について契約図書と

の適合を確かめることをいう。  

 

立会とは、担当職員が臨場により、その内容について契約図書との適合を確かめることをいう。  

 

発注者が確認時に受注者の負担に帰すべき理由による不良箇所を発見した場合に受注者が

行うべき修繕、訂正、補足その他の措置をいう。  

 

現場発生品とは、事業の実施により現場において副次的に生じたもので、その所有権は発注者

に帰属する。  

 

ＪＩＳ規格とは、日本工業規格をいう。  

 

施工計画基準とは、灯具種類や設置場所などの条件に応じた施工方法、選定する灯具などを 

定めた書類をいう。  
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施工計画書とは、施工に必要となる現場体制、計画工程、緊急時の体制、建設副産物の処理 

方法などを定めた書類をいう。  

 

 遵守すべき法令等  

本事業の実施にあたり、以下の法制度等並びに調査・設計及び施工並びに維持管理等の提案内

容に応じて関連する関係法令、条例、規則等を遵守するとともに、各種基準、指針等についても本事

業の仕様と照合のうえ適宜参考にする（各々最新版を適用する）。  

 

・地方自治法  

・消防法  

・道路法  

・道路交通法  

・道路運送法  

・都市公園法 

・環境基本法  

・水質汚濁防止法  

・廃棄物の処理及び清掃に関する法律  

・大気汚染防止法  

・騒音規制法  

・振動規制法  

・悪臭防止法  

・建設業法  

・建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）  

・資源の有効な利用の促進に関する法律  

・土壌汚染対策法  

・自然環境保全法  

・エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネルギー法）  

・地球温暖化対策の推進に関する法律  

・国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）  

・公共工事の品質確保の促進に関する法律  

・電気事業法  

・労働安全衛生法  

・労働基準法  

・電気設備に関する技術基準を定める省令  

・土木・電気の各種関係資格法及び労働関係法  

・下請代金支払遅延等防止法  

・健康保険法  
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・個人情報の保護に関する法律  

・中小企業退職金共済法  

・建設労働者の雇用の改善等に関する法律  

・出入国管理及び難民認定法  

・その他関連法令等  

 

・本事業に係わる佐野市都市公園条例 

・本事業に係わる佐野市火災予防条例  

・本事業に係わる佐野市環境基本条例  

・本事業に係わる佐野市水と緑と万葉のまち景観条例  

・佐野市建築物等の適切な管理による生活環境の保全に関する条例  

・佐野市財務規則  

・佐野市生活環境の保全に関する条例  

・佐野市行政手続条例  

・佐野市個人情報保護条例  

・佐野市情報公開条例  

・その他の関連条例等  

 

・建設工事に伴う騒音振動対策技術指針  

・建設機械施工安全技術指針  

・LED 道路・トンネル照明導入ガイドライン（案）（国土交通省）  

・道路照明施設設置基準・同解説  

・警察庁「安全・安心まちづくり推進要綱」照度基準 

・土木工事安全施工技術指針  

・電気設備工事監理指針（国土交通省大臣官房官庁営繕部監修）  

・（解説）電気設備の技術基準  

・都市公園技術標準解説書 

・JIS 照度基準 

    ・栃木県土木工事共通仕様書 

    ・栃木県業務委託共通仕様書 

    ・公共建築工事標準仕様書（電気設備工事編） 

    ・佐野市電子納品運用ガイドライン（第 5 版） 

    ・栃木県グリーン調達推進方針 

    ・建設工事公衆災害防止対策要綱の解説（土木工事編） 

・その他の関連基準・指針等  

 

受注者は、法令等に違反した場合に発生する責務が、発注者に及ばないようにしなければな 

らない。 
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 担当職員の権限  

 

 

 

 受注者の相互協力 

受注者相互の協力受注者は、関連する事業の受注者と相互に協力しなければならない。 また、 

他受注者が行う、関連する事業が同時に実施される場合にも、これら関係者と相互に協力しなけれ 

ばならない。  

 

 事業の一時中止  

 

 

 

 仕様の変更  

 

発注者は、本事業期間中に、次の事由により仕様を変更する場合がある。  

・法令等の変更により事業内容が著しく変更されるとき。  

・天災等の発生や事故等により、特別な事業内容が常時必要なときまたは事業内容が著しく変

更されるとき。  

・本書に定められた内容に生じた疑義、本書によることが困難または不都合が生じたとき。  

 

発注者は、仕様を変更する場合、事前に受注者と協議を行う。  

なお、本書に定められた内容に生じた疑義、本書によることが困難または不都合が生じた場合

は、担当職員と協議を行い、措置の有無に関わらず、受注者は記録を整備し、担当職員に提出

する。  

 

 完了確認 

下記の確認時期において、担当職員による確認を受けなければならない。  
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 検査 

個別契約が完了したときは、その旨を発注者に通知し、発注者の指示に従い、検査を受けなけれ

ばならない。 

 

 引渡し 

個別契約の検査の結果、合格と認められたときは、速やかに発注者へ成果物を引渡さなければな

らない。なお、引渡しに当たっては、引渡し目的物の不備不足や損傷等がないかを確認しなければな

らない。 

 

 履行報告  

      受注者は、進捗状況が確認出来る資料を、調査・設計及び施工監理、施工の履行中は毎月、維持

管理期間中は四半期毎に担当職員へ提出しなければならない。  

 

 事業又は施工における対象物の所有権  

調査・設計及び施工監理で引渡される成果物及び施工対象設備（本書施工編記載）等の所有権

は、引渡し時点において所有権が受注者から発注者へ移転する。また、維持管理契約期間中の所有

権はすべて発注者にある。 

 

 安全確保  

 

受注者は、土木工事安全施工技術指針（国土交通大臣官房技術調査課、令和４年２月）、建設 

機械施工安全技術指針（国土交通省、平成 17 年３月 31 日）、建築工事安全施工技術指針（平成  

27 年１月 20 日国営整第 216 号）を参考にして、常に現場の安全に留意し現場管理を行い災害の 

防止を図らなければならない。ただし、これらの指針は本事業の契約条項を超えて受注者を拘束す 

るものではない。  

 

受注者は、本事業期間中、担当職員及び管理者の許可なくして、公衆に支障を及ぼすなどの施

工をしてはならない。  

 

受注者は、本事業の実施に際し現場周辺並びに他の構造物及び施設などへ影響を及ぼさない

よう行わなければならない。また、影響が生じた場合には直ちに担当職員へ連絡し、その対応方法
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等に関して担当職員と速やかに協議しなければならない。また、損傷が受注者の過失によるものと

認められる場合、受注者自らの負担で原形に復元しなければならない。  

 

受注者は、豪雨、出水、土石流、その他天災に対しては、天気予報などに注意を払い、常に災害

を最小限に食い止めるため防災体制を確立しておかなくてはならない。  

 

受注者は、現場付近における事故防止のため一般の立入りを禁止する場合、その区域に、柵、

門扉、立入禁止の標示板等を設けなければならない。  

 

 

受注者は、安全教育及び安全訓練等の実施状況について、記録した資料を整備及び保管し、担

当職員の請求があった場合は直ちに提示するものとする。  

 

受注者は、所轄警察署、道路管理者、電気事業者、鉄道管理者、河川管理者、労働基準監督

署、公園管理者、施設管理者等の関係者及び関係機関と緊密な連絡を取り、本事業中の安全を確

保しなければならない。  

 

受注者は、本事業中における安全の確保をすべてに優先させ、労働安全衛生法（令和元年６月 

改定 法律第 57 号）等関連法令に基づく措置を常に講じておくものとする。特に重機械の運転、電 

気設備等については、関係法令に基づいて適切な措置を講じておかなければならない。  

 

 文化財の保護  

 

受注者は、事業の実施にあたり文化財の保護に十分注意し、事業中に文化財を発見したときは

直ちに本事業を中止し、契約図書に関して、担当職員と協議しなければならない。  

 

受注者が、事業の実施にあたり、文化財その他の埋蔵物を発見した場合は、発注者との契約に

係る施工等に起因するものとみなし、発注者が、当該埋設物の発見者としての権利を保有するもの

である。  

 

 交通安全管理 

 

受注者は、公衆に供する道路を使用する時は、積載物の落下等により、路面を損傷し、あるいは

汚損することのないようにするとともに、特に第三者に施工公害による損害を与えないようにしなけ

ればならない。なお、第三者に施工公害による損害を及ぼした場合は、契約図書に基づき、処置す

るものとする。  
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受注者は、供用中の公共道路に係る施工にあたっては、交通の安全について、担当職員、道路

管理者及び所轄警察署と打合せを行うとともに、道路標識、区画線及び道路標示に関する命令（令

和 2 年 3 月 27 日内閣府・国土交通省令第一号）、道路工事現場における標示施設等の設置基準

（国土交通省、平成 18 年 3 月 31 日改定 国道国防第 205 号）、道路工事現場における標示施設

等の設置基準の一部改正について（局長通知 平成 18 年 3 月 31 日 国道利 37 号・国道国防第

205 号）、道路工事現場における施工情報板及び施工説明看板の設置について（国土交通省道路

局路政課長、国道・防災課長通知 平成 22 年 4 月 1 日 国道利 38 号・国道国防第 206 号）及び道

路工事保安施設設置基準（国土交通省国関整道第 8 号令和元年 5 月 21 日）に基づき、安全対策

を講じなければならない。  

なお、本事業の施工以外に現地調査や維持管理においても同様の対策を講じるものとする。 

 

公衆の交通が自由かつ安全に通行するのに支障となる場所に材料または設備を保管してはなら

ない。受注者は、毎日の作業終了時及び何らかの理由により建設作業を中断する時には、交通管

理者協議で許可された常設作業帯内を除き一般の交通に使用される路面からすべての設備その

他の障害物を撤去しなくてはならない。  

 

受注者は、施工にあたっては、作業区域の標示及び関係者への周知など、必要な安全対策を講

じなければならない。  

なお、施工以外に現地調査や維持管理についても同様の対策を講じるものとする。 

 

 積載重量制限を超過して施工用資材を積み込まず、また積み込ませない。  

 過積載を行っている資材納入業者から、資材を購入しない。  

 資材等の過積載を防止するため、資材の納入等にあたっては、資材を納入する業者の利益を不 

当に害することのないようにする。  

 過積載車両、さし枠装着車、不表示車等から引き渡しを受ける等、過積載を助長することのない 

ようにする。  

 下請契約の相手方は資材納入業者を選定するにあたっては、交通安全に関する配慮に欠ける 

者または事業に関しダンプトラック等によって悪質かつ重大な事故を発生させたものを排除す 

る。  

 アからオについて、周知徹底する。  

 

受注者は、栃木県公安委員会が定める路線（平成 21 年 9 月 30 日 栃木県公安委員会告 示第 

54 号）の交通誘導を行う場合は、その現場ごとに交通誘導警備業務に係る一級検定合 格警備員

または二級検定合格警備員を一人以上配置しなければならない。 また、上記以外の現場（公園敷

地内等も含む）において交通誘導業務を行う場合は、その現場ごとに交通誘導警 備業務に係る一

級検定合格警備員または二級検定合格警備員を一人以上配置するよう努め ることとし、有資格者

の配置ができない場合は、警備業法に基づく所定の教育を受けた者 をこれに代えることができるこ
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ととする。 なお、上記の交通誘導業務を行う場合は、検定合格警備員が当該警備業務に従してい

る 間は、当該検定合格警備員であることを証する合格証明書を携帯させるとともに、関係人 の請

求があるときは、これを提示させなければならない  

 

 守秘義務  

受注者は、事業の実施過程で知り得た情報を第三者に漏らしてはならない。ただし、発注者の承

諾を得た場合はこの限りではない。  

 

 整理整頓  

受注者は、本事業期間中現場内及び周辺の整理整頓に努めなければならない。  

 

 良好な作業環境の確保  

受注者は、作業員が健全な身体と精神を保持できるよう作業場所、現場事務所及び作業員宿舎

等における良好な作業環境の確保に努めなければならない。  

 

 発見・拾得物の処置  

受注者は、事業中に物件を発見または拾得した場合、直ちに関係機関へ通報するとともに、担当

職員へ連絡しその対応について指示を受けるものとする。  

 

 後片付け  

受注者は、事業の全部または一部の完了に際して、一切の受注者の機器、余剰資材、残骸及び

各種の仮設物を片付けかつ撤去し、事業にかかる部分を清掃し、かつ整然とした状態にするものと

する。  

 

 事故報告書  

受注者は、事業の実施中に事故が発生した場合には、直ちに担当職員に連絡するととも 

に、速やかに事故報告書を提出しなければならない。  

 

 休日または夜間の作業連絡  

受注者は、契約図書に事業時間が定められていない場合で、官公庁の休日または夜間に、現場

における作業を行うにあたり、事前に担当職員に連絡しなければならない。  

 

 受注者に対する措置請求  

担当職員は、受注者が事業に関して、著しく不適当と認められるものがあるときは、受注者に対

して、その理由を明示した書面により、必要な措置をとるべきことを請求することができる。  
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 関係官公庁への手続等  

 

 

 

 

 

 不可抗力による損害  

 

 

 降雨に起因する場合次のいずれかに該当する場合とする。 

(ｱ)24 時間雨量（任意の連続 24 時間における雨量をいう。）が 80mm 以上 

(ｲ)１時間雨量（任意の 60 分における雨量をいう。）が 20mm 以上  

(ｳ) 連続雨量（任意の 72 時間における雨量をいう。 ）が 150mm 以上  

(ｴ) その他契約図書で定めた基準  

 強風に起因する場合 最大風速（10 分間の平均風速で最大のものをいう。 ）が 15m/秒以上あ 

った場合  

 河川沿いの施設にあたっては、河川の警戒水位以上、またはそれに準ずる出水により 発生した 

場合  

 地震、豪雪に起因する場合周囲の状況により判断し、相当の範囲にわたって他の一般 物件に 

も被害を及ぼしたと認められる場合   

 

 臨機の措置  
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 暴力団等による不当介入  

 

本事業において、暴力団員等による不当要求または業務妨害（以下「不当介入」という。）を受け

た場合は、断固としてこれを拒否するとともに、不当介入があった時点で速やかに警察に通報を行

い、捜査上必要な協力を行わなければならない。  

 

(1)により警察に通報を行い、捜査上必要な協力を行なった場合には、速やかにその内容を記載

した書面により担当職員に報告しなければならない。  

 

本事業において、暴力団員等により不当介入を受けたことにより工程に遅れが生じるなどの被害

が生じた場合には、担当職員と協議を行わなければならない。  

 

 その他  

事業期間中に照明施設の増設や減設を実施し、対象の照明施設等の数量等が変動した時 

は、協議することができることとする。  
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 調査 ・設計及び施工監理編  

  

 適用  

本事業における現地調査、電力契約の整合、照明施設管理用データの構築、及び LED 照明へ

の施工計画基準の作成と、施工時の施工監理に係る契約図書の内容について、必要な項目を定

め、契約の適正な履行の確保を図るためのものである。  

 

 事業期間 

個別契約締結の日から令和５年９月３０日 

 

 事業場所 

市内全域 

道路河川課所管の市道等、都市整備課所管の公園等施設及びスポーツ推進課所管の公園等施設 

 

 事業内容 

 

 

 

 

 

 

 調査・設計及び施工監理対象設備 

 

 

・現地調査、電力契約の整合、照明施設管理用データの構築は、上記集計表の内、「②維持管理対

象灯数」記載のとおりとする。 

・施工計画基準の作成、施工監理は、上記集計表の内「①LED 化対象灯数」に記載のとおりとする。 

 

 調査・設計計画書  

 

 

 調査・設計工程  

 調査・設計組織計画  

 連絡体制(緊急時含む)   
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受注者は、調査・設計計画書の内容に重要な変更が生じた場合には、その都度、着手する前に

変更に関する項目について、変更調査・設計計画書を担当職員に提出しなければならない。  

 

 

 現地調査 

 

 

 

 位置情報（所在、路線名又は公園名等、箇所名、照明管理番号等、緯度・経度等） 

 照明種別（ランプ種類、電気容量、灯高、設置用途、支柱形式等） 

※電力出力容量が不明確な場合は、その旨を照明施設管理用データ上に記録し、施工時に安定 

器の型番などの表示内容を確認し補完する。 

 契約形態（従量、定額、東電お客様番号、引込電柱番号等）及び佐野市管理と疑わしい灯具や    

   本市が把握している情報による現地調査は受発注者間協議によること。 

※契約形態が不明又は現地にて解明できない場合は、後続作業の電力契約情報との照合を実施

した後に再度現地確認を行い補完する。 

 履歴情報（設置年月、施工業者、ランプ交換、その他補修） 

※貸与資料及び現地確認にて、設置年月等が不明な場合は、担当職員に報告しその取扱いにつ 

いて協議できることとする。 

 照明器具が取り付けられている支柱等について、錆などの腐食状況を確認し健全度の判定を行 

う。なお、道路照明に関しては、道路ストック点検の項目の内、高所作業車を利用しないで確認で 

きる項目について調査する。また、不健全な支柱等が発見された場合は、その状況報告書を作 

成し、担当職員に報告する。 

 現地調査結果（支柱の腐食状況や照明器具、周辺器具の不具合含む）の報告は、様式指定は 

ないが、現地調査後、速やかに担当職員の確認を受けること。 

※貸与する設備資料から現地調査を行った結果で設備・灯数が増減することがある 
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 電力契約の整合  

 

 

 

 

 

 照明施設管理用データの構築 

 

 現地調査の内容、電力契約の整合を反映させたうえで、本市から 提供された照明施設管理用

データ（案）と既存照明台帳をもとにして、集計方法等にも配慮した見やすくわかりやすい照明施

設管理用データを構築し、担当職員の承認を得ること。 

 動作する環境 

使用する OS は Windows とし、ソフトウェアは Excel2003 から Excel 最新版までの動作におい 

て不具合がないものとする。また、アドイン及びマクロの設定は極力行わないこととし、アドイン、 

マクロの設定が必要である場合は担当職員の承諾を得る。 

 管理  

 照明施設管理用データの構築にあたり、操作方法、入力方法等をまとめた照明施設管理用デー 

タのマニュアルを作成する。  

 アドイン、マクロ及び複雑な計算式を使用した場合は、各々の内容についてマニュアルに説明を 

記載する。  

 

      管理対象の照明施設について、既存図面（市道網図、公園平面図等）に照明位置を図示する。 

作図方法等は、事前に担当職員に承認を得る。 
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 施工計画基準の作成 

 

以下に示す基準・仕様を満たし、省エネルギーの推進による環境に配慮した低炭素社会の実現

と経済的な電気料金の削減及び地域経済活性化を目的として最も省エネルギー効果が高くなるよ

う、道路照明及び公園照明それぞれの施工及び照明器具の選定設計を行うこととする。また、その

結果を担当職員に提出し承認を得る。 

 道路照明（表１） 

 既設道路灯 更新設計灯具仕様 

 （種類・Ｗ数） 光束 電力契約 

１ 水銀灯 80W､100W  2,000lm 以上 20VA 以下 

２ 水銀灯 200W、ﾅﾄﾘｳﾑ灯 70W  4,000lm 以上 40VA 以下 

３ 水銀灯 250W、ﾅﾄﾘｳﾑﾗﾝﾌﾟ 110W  6,000lm 以上 60VA 以下 

４ 水銀灯 300W、ﾅﾄﾘｳﾑ灯 180W  8,000lm 以上 100VA 以下 

５ 水銀灯 400W、ﾅﾄﾘｳﾑ灯 220W 10,000lm 以上 100VA 以下 

 

 アンダーパス照明（表２） 

 既設アンダーパス照明 更新設計灯具仕様 

 （種類・Ｗ数） 光束 電力契約 

１ 蛍光灯２０Ｗ 1,500lm 以上 20VA 以下 

２ 蛍光灯４０Ｗ 3,000lm 以上 40VA 以下 

３ 低圧ナトリウム灯 35W 3,500lm 以上 25VA 以下 

４ 低圧ナトリウム灯 55W 5,000lm 以上 40VA 以下 

５ 低圧ナトリウム灯 90W 6,500lm 以上 55VA 以下 

６ 低圧ナトリウム灯 135W 12,500lm 以上 80VA 以下 

７ 低圧ナトリウム灯 180W 17,500lm 以上 115VA 以下 

 

 公園照明（モールライト、ローポールライト、屋内照明等）（表３） 

 既設園路灯 更新設計灯具仕様 

 （種類・Ｗ数） 光束 電力契約 

１ 蛍光灯 10～25W 100～400lm 程度 10～20VA 以下 

２ 蛍光灯 40～100W 300～1,000lm 程度 10～20VA 以下 

３ 水銀灯 100W 2,000lm 以上 25VA 以下 

４ 水銀灯 200W、250W 5,000lm 以上 50VA 以下 

５ 水銀灯 300W、400W 9,000lm 以上 100VA 以下 

 

 その他 

前記アイウに定めのない種別については、必要に応じて担当職員と協議し対応するものとする。 
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 道路照明仕様 

 

 道路照明灯具の選定基準は、国土交通省「LED 道路・トンネル照明導入ガイドライン（案）（平成 

27 年 3 月）」（以下「ガイドライン」という。）に適合した国内メーカーの製品とする。 

 ガイドラインの規格に適合していることを証明する製品仕様書及び根拠書類を提出し、担当職員 

に確認を得る。 

 連続照明は、「LED 道路・トンネル照明導入ガイドライン（案）」（国土交通省）に基づき、照度と灯 

具設置箇所の形態を設計する。また、局所（交差点等）照明は設置位置と交差点等の路面形状   

を考慮し平均照度設計を行った上で適切な器具を選定し、該当する箇所の平均路面照度を、現

況平面図等を使用し照度分布図を作成し担当職員の確認を得る。 

 それぞれの灯具の平均路面輝度、平均路面照度、照度均斉度（以下「平均路面輝度等」とい 

う。）を次のとおりとする。  

①連続照明 平均路面輝度 ：0.5[cd/m2] 以上  

②局部照明 平均路面照度：車道 10 [lx] 以上    歩道  5 [lx] 以上  

③照度均斉度             ：車道 0.4 以上           歩道 0.2 以上  

※ただし、現場条件等により既存道路照明施設が上記の平均路面輝度等の基準を満足していな

い箇所については、担当職員と協議し、対応するものとする。  

 灯具のメーカー保証期間は 1 年間以上であること。 

 

 適用基準及び規格 

①ＪＩＳ Ｃ8105-1：2017 照明器具-第 1 部 安全性要求事項通則 

②ＪＩＳ Ｃ81052-3：2011 照明灯具-第 2-3 部：道路及び街路照明灯具に関する安全性要求事項 

③ＪＩＳ Ｃ8105-3：2011 照明灯具-第３部：性能要求事項通則 

④ＪＩＳ Ｃ8105-5：2014 照明灯具-第５部：配光測定方法 

⑤ＪＩＳ Ｃ8131：2013  道路照明灯具 

   ⑥ＪＩＳ Ｃ8153：2015 ＬＥＤモジュール用制御装置－性能要求事項  

⑦ＪＩＳ Ｃ8155：2010 一般照明用ＬＥＤモジュール－性能要求事項 

   ⑧一般社団法人建設電気技術協会:平成 30 年度版  

⑨道路・トンネル照明器材仕様書・同解説 

⑩社団法人日本道路協会:平成 19 年 10 月 道路照明施設設置基準・同解説 

⑪電気用品安全法 

⑫電気設備に関する技術基準を定める省令 

⑬栃木県道路照明施設設置方針(案) 

 構造 

①屋外環境での使用に耐え得る構造であることとし、ＬＥＤ光源及び電源装置の寿命は、灯具周辺

温度-20～35℃の条件で 60,000 時間以上とすること。（この場合、光束維持率 80％を下回る点

灯時間を寿命とする。） 

②器具本体ごと交換可能な構造であること。 

   ③電源内蔵型であること。 

④遮光板が後付け可能な構造であること。 
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⑤1 つ灯具でアーム形ポールとポールヘッド形ポールどちらにも取付可能な構造であること。 

   ⑥国際ダークスカイ協会に「星空に優しい照明」として認証された灯具と同形状の灯具であること。 

 

 アンダーパス照明仕様 

 

 ＪＩＳ Ｃ8105-1：2011 照明器具-第 1 部 安全性要求事項通則 

 ＪＩＳ Ｃ8105-3：2011 照明器具-第 3 部 性能要求事項通則 

 ＪＩＳ Ｃ8153：2009 ＬＥＤモジュール用制御装置-性能要求事項 

 ＪＩＳ Ｃ8154：2009 一般照明用ＬＥＤモジュール-安全仕様 

 電気用品安全法 

 JIL5004-2018 改正対応版「公共施設照明器具」 

 

 屋外環境での使用に耐え得る構造であることとし、ＬＥＤ光源及び電源装置の寿命は、灯具周辺

温度-10～35℃の条件で 40,000 時間以上とすること。（この場合、光束維持率 85％を下回る点

灯時間を寿命とする。） 

 器具本体ごと交換可能な構造であること。 

 電源内蔵型であること。 

 その他の仕様は、１１道路照明仕様に準じること。 

 

 公園照明仕様 

 

 公園照明灯具の仕様は、一般財団法人日本公園緑地協会「都市公園技術標準解説書（令和元

年版）」（以下、「解説書」という。）に適合した国内メーカー製品とする。 

 解説書の規格に適合していることを証明する製品仕様書及び根拠書類を提出し、担当職員に確

認を得る。 

 灯具のメーカー保証期間は 1 年間以上であること。 

 点灯方式及び時間（計画停電箇所含む）は既設設備の状態と同様とすることを基本とするが、改

善が必要な箇所については、担当職員に承認を得てから変更する。 

 その他 

現地の取付状況等によって設計した照明が所定の性能を満足できない場合は、担当職員と協議

し対応するものとする。 

 

 適用基準及び規格 

①ＪＩＳ Ｃ8105-1：2011 照明器具-第 1 部 安全性要求事項通則 

②ＪＩＳ Ｃ8105-3：2011 照明器具-第 3 部 性能要求事項通則 

③ＪＩＳ Ｃ8153：2009 ＬＥＤモジュール用制御装置-性能要求事項 

④ＪＩＳ Ｃ8154：2009 一般照明用ＬＥＤモジュール-安全仕様 

⑤電気用品安全法 
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 構造 

①屋外環境での使用に耐え得る構造であることとし、ＬＥＤ光源及び電源装置の寿命は、灯具周辺

温度-20～35℃の条件で 60,000 時間以上とすること。（この場合、光束維持率 85％を下回る点

灯時間を寿命とする。） 

②地面の照度は 5～30 [lx]を基準とする。但し、既設灯具の照度を考慮した施工計画案を優先す

る。 

③器具本体ごと交換可能な構造であること。 

④電源別置型であること。 

⑤遮光板が後付け可能な構造であること。 

⑥白色（5000K）、電球色（3000K）の光源色を選定できること。また、Ra70 以上であること。 

⑦φ48.6、φ60.5、φ76.3、φ89.1 のポール径全てに取付可能な構造であること。 

 

 適用基準及び規格 

   ①ＪＩＳ Ｃ8105-1：2011 照明器具-第 1 部 安全性要求事項通則 

②ＪＩＳ Ｃ8105-3：2011 照明器具-第 3 部 性能要求事項通則 

   ③ＪＩＳ Ｃ8153：2009 ＬＥＤモジュール用制御装置-性能要求事項 

   ④ＪＩＳ Ｃ8154：2009 一般照明用ＬＥＤモジュール-安全仕様 

⑤電気用品安全法 

 構造及び要求仕様 

①既設灯具の交換とする。但し、協議によりポールまで交換してもよい。 

②屋外環境での使用に耐え得る構造であることとし、ＬＥＤ光源及び電源装置の寿命は、灯具周辺

温度 0～35℃の条件で 40,000 時間以上とすること。（この場合、光束維持率 70％を下回る点灯

時間を寿命とする。） 

③器具本体ごと交換可能な構造であること。 

④光源は、電球色または温白色（2700K～3500K 程度）とする。 

⑤電球色（2700K）、温白色（3500K）の光源色を選定できること。また、Ra70 以上であること。 

⑥φ80、φ100、φ101.6、φ102、φ120 のポール径全てに取付可能な構造であること。 

 

 適用基準及び規格 

   ①ＪＩＳ Ｃ8105-1：2011 照明器具-第 1 部 安全性要求事項通則 

②ＪＩＳ Ｃ8105-3：2011 照明器具-第 3 部 性能要求事項通則 

③ＪＩＳ Ｃ8153：2009 ＬＥＤモジュール用制御装置-性能要求事項 

④ＪＩＳ Ｃ8154：2009 一般照明用ＬＥＤモジュール-安全仕様 

⑤電気用品安全法 

⑥JIL5004-2018 改正対応版「公共施設照明器具」 

 構造及び要求仕様 

①ＬＥＤ光源及び電源装置の寿命は 40,000 時間以上とすること。（この場合、光束維持率 85％を下

回る点灯時間を寿命とする。） 

②器具本体ごと交換可能な構造であること。 
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 その他の仕様 

 

 施工計画基準の承認、引継ぎ 

前記１０～１４を踏まえ、灯具種類や設置場所などの条件に応じた施工方法、選定する灯具など定 

めた施工計画基準を作成し、担当職員の確認を受けたのち、施工役割を担う構成員へ引継ぐものと 

する。 

 

 施工監理 

 

 施工計画基準及び施工計画書に基づき、施工監理実施計画書を作成し、担当職員の確認を受

けることとする。 

 施工役割を担う構成員と事前協議を行い、施工計画書について照査する。 

 施工計画基準及び施工計画書に基づき、各種照明機器及び関連部材の調達可能時期、施工開 

始時期、及び施工完了時期を確認し、工事工程表の見直しが必要な場合は、速やかに施工計画 

書の修正を指示し、担当職員に報告する。 

 

 施工における各現場事務所（仮設事務所等）の整備状況を確認し、安全対策の確認を行う。 

 安全対策に疑義がある場合は、是正を指示し、その処置状況を再度確認する。 

 安全対策が確認された時、担当職員に施工開始の報告を行いその承認を受ける。 

 施工中は、各現場を定期巡回し、安全管理体制の確認と作業進捗確認を行い、毎月担当職員に  

報告を行う。 

 全ての施工現場の全施工状況について把握し、問題があれば適宜現場事務所に赴き、現場責 

任者と協議する。 

 計画どおりの進捗が図られていない場合や工事が遅延する恐れがある場合は、速やかに現場 

責任者と協議を行い、担当職員に報告する。 

 施工終了時においては、施工契約に関する全ての完成図書等について現地仕上がり状況も併 

せて確認し、疑義がある場合は、是正を指示し、その処置状況を再度確認する。 

 施工計画通りの手順や内容で施工していることや仕様書に定められた施工管理を実施している 

かを確認し、その結果を記録する。また、施工方法ごとに代表１箇所において、施工状況写真を 

詳細に撮影することを基本とするが、撮影頻度等は担当職員と協議の上、決定する。 

 

 (1)、(2)に関して、施工監理報告書を提出する。 
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 対象の照明施設等の数量等が変動した際の変更数量及び変更契約金額の算出等に関する資料

を作成する。 

 個別契約において、部分払い請求があった場合の工事出来高調書等を作成する。 

 工事監督業務の補助的業務（協議、立会い、検測及び観察など）も本事業に含むものとする。な

お、具体的な業務内容は担当職員と協議すること。 

 施工編において、担当職員との協議、提出、提示等（以下、「担当職員との協議等」という）が求めら

れているすべての事項について、事前に調査・設計及び照明施設管理用データ構築並びに施工監

理役割（以下、「調査・設計・施工監理等役割」という）を担う構成員が内容を審査し、必要に応じて

是正等を指示すること。また、その是正状況を確認した後、調査・設計・施工監理等役割を担う構成

員が担当職員との協議等を主体的に行うこと。 
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施工編  

  

 適用 

本事業の LED 化施工に係る、必要な項目を定め、契約の適正な履行の確保を図るためのものであ

る。 

 

 事業期間 

個別契約締結の日から令和５年９月３０日 

 

 事業場所 

市内全域 

道路河川課所管の市道等、都市整備課所管の公園等施設及びスポーツ推進課所管の公園等施設 

 

 施工対象設備 

 

 

・施工対象は、上記集計表の内、「①LED 化対象灯数」に記載のとおりとする。 

・管理プレートの設置における対象設備照明は、上記集計表の内、「③管理プレート数（概数）」に記

載のとおりとする。 

 

  施工計画書 

 

 

 

 計画工程表 

 現場組織表及び施工体系図  

 緊急時の体制及び対応  

 再生資源の利用の促進と建設副産物の適正処理方法（再生資源利用・促進計画書） 

 その他（受注者、発注者が施工上必要な項目） 

 

受注者は、施工計画書の内容に重要な変更が生じた場合には、その都度、着手する前に変更に

関する項目について、変更施工計画書を担当職員に提出しなければならない。また、この場合でも、

調査・設計・施工監理等役割を担う構成員の照査を必要とする。 
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 施工体制台帳を作成し、施工現場に備えるとともに、その写しを担当職員に提出する。 

 施工体系図は、各下請負者の施工の分担関係を表示し工事関係者が見やすい場所公衆が見や

すい場所に掲げるとともにその写しを担当職員に提出しなければならない。 

 施工体制台帳等変更時の処置 

施工体制台帳及び施工体系図に変更が生じた場合は、その都度、速やかに担当職員に提出しな

ければならない。 

 

 施工の下請負 

受注者は、下請負に付する場合には、次の各号に掲げる要件をすべて満たさなければならない。  

 

 

 

 

 

 連絡受付 

受注者は、担当職員からの連絡受付を担う窓口を開設し、緊急的な事象についても現場の対応

ができるよう、体制をとる。 

 

 施工現場発生品 

受注者は、本事業中に発生した現場発生品については、担当職員の指示によるものとする。  

あわせて現場発生品調書を作成し、担当職員に提出しなければならない。 

 

 建設副産物 

 

受注者は、産業廃棄物が搬出される施工にあたっては、産業廃棄物管理票（紙マニフェスト）また

は電子マニフェストにより、適正に処理されていることを確かめるとともに担当職員に提示しなけれ

ばならない。  

 

受注者は、土砂、砕石または加熱アスファルト混合物を施工現場に搬入する場合には、再生資

源利用計画を作成し、施工計画書に含め担当職員に提出しなければならない。  

※「建設副産物の処理基準（案）（平成 20 年 4 月）栃木県県土整備部」による。 

 

受注者は、建設発生土、コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、建設汚泥

または建設混合廃棄物を施工現場から搬出する場合には、再生資源利用促進計画を作成し、施工

計画書に含め担当職員に提出しなければならない。  

※「建設副産物の処理基準（案）（平成 20 年 4 月）栃木県県土整備部」による。 
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受注者は、再生資源利用計画及び再生資源利用促進計画を作成した場合には、施工完了後速

やかに実施状況を記録した「再生資源利用実施書」及び「再生資源利用促進実施書」を担当職員

に提出しなければならない。 

 

コンクリート塊、アスファルト・コンクリート塊、建設発生木材、建設汚泥または 建設混合廃棄物を 

搬入または搬出する場合には、施工計画作成時、施工完了時に必要 な情報を建設副産物情報交

換システムに入力するものとする。また、建設副産物実態 調査（センサス）についても、対象となる

建設副産物の品目について、データを入力 し調査票を担当職員へ提出すること。なお、出力した調

査票は「再生資源利用（計 画・実施）書」及び「再生資源利用促進（計画・実施）書」の提出に代わる

ものとす る。なお、これによりがたい場合には、担当職員と協議しなければならない。 

 

 受注者は「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（平成 12 年法律第 104 号）」 (以下

「建設リサイクル法」という)に基づき、特定建設資材の分別解体等及び再資源化等の実施につい

て適正な措置を講ずることとする。 

 受注者は、特定建設資材の分別解体等・再資源化等が完了したときは、建設リサイク ル法 

第 18 条に基づき、以下の項目を書面に記載し、担当職員に報告しなければならない。 

       ・再資源化等が完了した年月日 

 ・再資源化等をした施設の名称及び所在地 

 ・再資源化等に要した費用 

 なお、書面は「建設リサイクル法に関する事務処理の手引き(平成 14 年５月)」に定め た様式

｢再資源化等報告書｣とする。 受注者は本作業において１件の指示書の作業内容が「建設リサイク

ル法」第９条第１ 項に該当する場合は、本法に基づき、特定建設資材の分別解体等及び再資源化

等の実施 について適正な措置を講ずることとする。 

 撤去した道路照明・公園照明等の灯具に水銀などの有害な物質を含んでいる場合があるため、 

処分は関係法令に遵守し、特に注意して処分する。また、作業中に撤去した照明灯具を破損させた 

場合は、有害な物質が拡散しないよう対応できる準備をする。 

 

 建設廃棄物の処分にあたって、、排出受注者（元請業者）は処理業者と建設廃棄物処理 委託契

約を締結し、その契約書の写しを提出する。 なお、収集運搬業務を収集運搬業者に委託する場

合は、別に収集運搬業者と建設廃棄物処理委託契約を締結し、その契約書の写しを提出する。  

 建設副産物処理完了後速やかに｢建設副産物処理調書｣を作成し、担当職員に提出する ととも 

に、実際に要した処理等を証明する資料（受入れ伝票、写真、位置図、経路図等） を提示し確認 

を受ける。 

 

受注者は、｢建設副産物の管理基準（案）｣及び｢再生材の利用基準｣を遵守して、建設副産物 

の適正な処理及び再生資源の活用を図らなければならない。 
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 施工管理  

 

受注者は、施工にあたっては、品質及び出来形が契約図書に適合するよう、十分な施工管理を

しなければならない。  

 

受注者は、施工に先立ち施工現場またはその周辺の一般通行人等が見易い場所に、施工名、

工期、発注者名及び受注者名を記載した標示板を設置し、施工完了後は速やかに標示板を撤去し

なければならない。ただし、標示板の設置が困難な場合は、担当職員の承諾を得て省略することが

できる。  

 

契約図書に基づき、施工管理を行い、その記録及び関係書類を作成、保管し、施工完了時に担

当職員へ提出しなければならない。ただし、それ以外で担当職員からの請求があった場合は提示し

なければならない。  

 

 材料確認 

最終提案書で定めた材料であるか、納品書や写真等により、担当職員の確認を得ること。  

また、必要に応じて臨場により確認することがある。  

 

 材料の保管 

受注者は、工事材料を使用するまでにその材質に変質が生じないよう、これを保管 しな ければ

ならない。なお、材質の変質により工事材料の使用が、不適当と担当職員から指示された場合に

は、これを取り替えるとともに、新たに搬入する材料について は、再度確認を受けなければならな

い。 

 

 環境対策  

 

受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通達、昭和 

62 年３月 30 日改正）、関連法令並びに仕様書の規定を遵守の上、騒音、振動、大気汚染、水質汚

濁等の問題については、事業の実施の各段階において十分に検討し、周辺地域の環境保全に努

めなければならない。  

 

受注者は、環境への影響が予知されまたは発生した場合は、直ちに応急措置を講じ担当職員に

連絡しなければならない。また、第三者からの環境問題に関する苦情に対しては、誠意をもってそ

の対応にあたり、その交渉等の内容は、後日紛争とならないよう文書で取り交わす等明確にしてお

くとともに、状況を随時担当職員に報告しなければならない。  
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受注者は、施工に伴い地盤沈下、地下水の断絶等の理由により第三者への損害が生じた場合

には、受注者が善良な管理者の注意義務を果たし、その損害が避け得なかったか否かの判断をす

るための資料を担当職員に提出しなければならない。  

 

受注者は、軽油を燃料とする特定特殊自動車の使用にあたって、燃料を購入して使用するときは、

当該特定特殊自動車の製作等に関する受注者または団体が推奨する軽油（ガソリンスタンド等で

販売されている軽油をいう。）を選択しなければならない。また、監督職員から特定特殊自動車に使

用した燃料の購入伝票を求められた場合、提示しなければならない。なお、軽油を燃料とする特定

特殊自動車の使用にあたっては、下請負者等に関係法令等を遵守させるものとする。  

 

受注者は、建設工事に伴う騒音振動対策技術指針（建設大臣官房技術参事官通達、昭和 62 年

３月 30 日改正）によって低騒音型・低振動型建設機械を契約図書で使用を義務付けている場合に

は、低騒音型・低振動型建設機械の指定に関する規定（国土交通省告示、平成 13 年４月９日改

正）に基づき指定された建設機械を使用しなければならない。ただし、施工時期・現場条件等により

一部機種の調達が不可能な場合は、認定機種と同程度と認められる機種または対策をもって協議

することができる。  

 

受注者は、資材、工法、建設機械または目的物の使用にあたっては、事業ごとの特性を踏まえ、

必要とされる強度や耐久性、機能の確保、コスト等に留意しつつ、「国等による環境物品等の調達

の推進等に関する法律（平成 15 年７月改正 法律第 119 号。「グリーン購入法」という。）」第６条の

規定に基づく「環境物品等の調達の推進に関する基本方針」で定める特定調達品目の使用を積極

的に推進するものとし、担当職員から指示された場合はその調達実績の集計結果を担当職員に提

出するものとする。なお、集計及び提出の方法や、特定調達品目を使用するに際して必要となる契

約図書の変更については、担当職員と協議するものとする。  

 

 施工手順（屋外） 

 屋外の施工は、現場での安全を最優先し以下の手順にて行うこととする。 
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 施工手順（屋内） 

屋内の施工は、それぞれの施設管理者と日程調整を行い、現場での安全を最優先し以下の手順にて

行うこととする。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 管理プレートの設置 

 

 

 



  27 

 

 

 写真管理 

写真の管理は、１施設毎に、着手前及び施工中並びに完了時について各１枚以上撮影する。そ

の他の写真は適宜撮影することとし、撮影項目、撮影頻度、撮影方法、提出媒体等は、担当職員と

協議の上、決定すること。 

 

 完成図書 

      事業者は、照明機器の設置が全て完了したときは、遅滞なく完成図書及び照明施設管理用デー

タの構築・更新並びに履行の完了を証明する資料等を本市に提出すること。また、図書の内容につ

いては設置した照明灯具の姿図（CAD）、施工前後写真、管理プレート写真及び全景写真と位置図

を必須とする。。また、道路河川課、都市整備課、スポーツ推進課、各施設に 1 部チューブファイル

等を利用し製本し提出する。なお、完成図書の内容及び構成等については、担当職員に確認の

上、作成するものとする。 

 

 電力契約の変更 

 

 

 

  

 省エネルギー効果の計測・検証 

 

 

 

 

 

 都市公園台帳の更新 

     照明灯数や灯具種別について、施工後の情報を本市が管理する既存の都市公園台帳（都市整 

備課及びスポーツ推進課）へ反映し、更新する。また、本事業で作成した施工図や材料試験成績表 

等についても必要に応じて既存の都市公園台帳に添付する。都市公園台帳への記載方法等は、 

担当職員と協議すること。なお、都市公園台帳とは、都市公園法第 17 条第 1 項で示すものであ 

る。 
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 照明施設管理用データの更新 

調査・設計完了時から施工終了までに、各照明施設に新たな事象（増減等）が発生した場合には

照明施設管理用データの更新を行い、担当職員に提出することとする。  

 

 佐野駅前広場特殊照明について 

佐野駅南側に道路河川課及び都市整備課所管の対象照明（別紙２「佐野駅前広場 LED 化方針

図」（以下、「方針図」という。）参照）があり、本事業の対象（一部対象外の照明あり。）とする。また、

照明ごとの LED 化方針は方針図を参照のこと。なお、施工に伴う諸条件は、本書施工編による。 
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維持管理編 

 適用  

本事業の維持管理に係る、必要な項目を定め、契約の適正な履行の確保を図るものである。  

 

 事業期間 

「調査・設計（D）及び施工監理並びに施工（B）」契約の目的物の引渡しを受けた日から１０年間 

 

 事業場所 

市内全域 

道路河川課所管の市道等、都市整備課所管の公園等施設及びスポーツ推進課所管の公園等 

施設 

 

 維持管理対象設備 

 

 

 

 

      維持管理期間中に追加管理となる照明施設（以下、「追加管理照明」という）についても、 本編維 

持管理の対象とする。なお、追加管理照明とは、栃木県等から移管される照明施設及び本事業以 

外で新たに設置された照明施設等（70 灯程度を想定）をいう。また、維持管理開始時点について 

は、担当職員との協議の上、決定する。 

 

    施工編にて設置された管理プレートの維持管理及び追加管理照明が発生した際、適宜、管理プ 

レートを設置する。なお、紛失、破損、再整備等における管理プレート設置も含む。また、事業完了 

時に余った管理プレートは佐野市に無償譲渡する。 

 

維持管理期間完了時に調査・設計及び施工編にて作成した照明施設管理用データ並びに都市 

公園台帳の更新を行う。また、位置の追加、変更、撤去等があった場合は照明位置図の更新も行 

う。 

 

 維持管理連絡体制  

      受注者は維持管理連絡体制を作成し、担当職員へ提出しなければならない。 また、維持管理連 

絡体制において、変更等が生じた場合には、速やかに担当職員へ変更維持管理連絡体制を提出 

しなければならない。 
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 緊急時対応 

 

 不点灯・不具合時の対応 

 

 

 

修繕等を行った場合は、その履歴として、発生日付、復旧日付、道路・公園等照明施設番号、修

繕内容等を記載した一覧表を作成する。また、照明施設管理用データに修繕等履歴、修繕等内容

を反映させ維持管理期間中保持する。  

 

   維持管理の期間中において、最低年 1 回維持管理報告書を担当職員に提出する。 

  

 更新 

維持管理の期間中において、各照明施設に新たな事象（増減等）が発生した場合、不点灯・不 

具合についての対応状況について全て記録し、照明施設管理用データに更新を行い、維持管理期 

間終了時に担当職員に提出する。  

 

 

 



【別紙１】事業対象照明集計表
① LED化対象灯数 種類別集計

課名

屋外灯
屋内灯
屋外灯
屋内灯

② 維持管理対象灯数 ③ 管理プレート数（概数）

屋外灯
道路河川課 679
都市整備課 469

スポーツ推進課 216
合計 1364

※屋外灯は1柱1枚、屋内灯は1施設1枚として計算 
④ 事業対象照明灯具種類別集計表

蛍光灯 LED 屋内灯合計 水銀灯 HID 蛍光灯 LED ナトリウム ガス灯 無電極
放電灯

白熱灯 ハロゲン 屋外灯合計

道路河川課 ー 0 540 84 ー 7 631
都市整備課 308 ー 308 352 13 23 ー 27 3 11 429
スポーツ推進課 5 ー 5 182 19 ー 5 206

合計 313 ー 313 1074 13 126 ー 27 3 11 7 5 1266
道路河川課 0 540 84 48 7 679
都市整備課 312 67 379 352 13 23 40 27 3 11 469
スポーツ推進課 5 5 182 19 10 5 216

合計 317 67 384 1074 13 126 98 27 3 11 7 5 1364
（注）上表は、「令和3年度 公園照明等調査業務委託 佐野市若松町外」成果品より抽出

679
848
221

道路灯 631

園路灯 635

1
80

屋内灯

1748

1,579合計

屋外灯 総計

631
737

1,468

合計

483

211
1579

15791,579

576

215

屋外灯
管理プレート数

種類 灯数
合計

（a）＋（ｂ）

737

631

211

429
308

384
247

屋内灯 3135
111

合計

63
0

5
0 206206

種類
灯数
(a)

366
308

336
247

佐野駅前特殊照
明（ｂ）

スポーツ推進課

道路河川課

都市整備課

屋外灯

園路灯
室内灯

連続照明
局所照明

園路灯

48
0

0室内灯

1,27481

維持管理対象灯数

1,193
214

576

5
384

848
679

221
1748

379

合計

403

合計

事業内容 所管課

①LED化対象灯数

②維持管理対象灯数

屋内灯

屋内灯

スポーツ推進課
都市整備課
道路河川課

課名課名



【別紙２】 佐野駅前広場LED化方針図

【佐野駅前広場LED化方針】

図示された照明について、LED化されていない照明は、

灯具交換によるLED化を基本とするが、照明種類毎の個別

事情によりLED化方針が異なる場合があるので、本図記載

事項に従い対応すること。


